
第８期 令和３年度 第３回 

さいたま市地域自立支援協議会 次第 

日 時：令和４年３月 22 日(火)15 時～17 時 

オンライン開催 

○ 開   会 

○ 議   題 

１．日中サービス支援型グループホームについて 

２．各専門部会の取組について 

３．障害者支援地域協議会・基幹相談支援センターについて 

４．障害者支援地域協議会からの報告 

５．その他 

（次期障害者総合支援計画策定に係るアンケート調査について） 

○ 閉   会



選出分野 所属及び職名 氏　　　名 備考

1 市職員
浦和区役所　健康福祉部　参事
兼　支援課　課長

荒井　孝浩

2 福祉事業従事者 社会福祉法人久美愛園　理事長 内田　富士夫

3 当事者団体
一般社団法人さいたま市手をつなぐ育成会
代表理事

加藤　シゲヨ

4 行政機関
浦和公共職業安定所
専門援助部門　統括職業指導官

加藤　美幸

5 市職員
子ども家庭総合センター　所長
兼　保健福祉局　保健部　副理事

黒田　安計

6 学識経験者 公益社団法人埼玉県社会福祉士会　理事 遅塚　昭彦

7 市職員
保健福祉局　福祉部　参事
障害者総合支援センター所長事務取扱い

遠山　博司

8 福祉事業従事者 社会福祉法人ささの会　総合施設長 長岡　洋行

9 福祉事業従事者
コーディネーター連絡会議　議長
見沼区障害者生活支援センターやどかり
管理者

三石　麻友美

10 市職員
保健福祉局保健所精神保健課
課長補佐　兼　相談・支援第２係長

山川　敬子

11 福祉事業従事者
社会福祉法人いーはとーぶ　理事
兼　生活介護事業いーはとーぶ　施設長

山口　詩子

第８期　さいたま市地域自立支援協議会委員名簿
【任期：令和３年４月１日～令和５年３月３１日（２年間）】



◆令和３年度地域生活支援部会について◆ 

【今年度の取り組み】 

・引き続き、アウトリーチ事業について事例を重ね、検討を行う（対象者の選

定・通常支援への移行、対象者の変化に対する評価等） 

・アウトリーチ事業実施区の段階的拡大（毎年２区ずつ） 

◆第１回 地域生活支援部会 （ R3.7.21 ） 

・さいたま市精神障害者訪問支援（アウトリーチ）事業について（こころの健康セン

ター） 

 令和１～２年度のモデル事業の実績について報告した後、正式な事業となる令和

３年度以降の事業運営について意見交換を行った。 

・令和２（2020）年度 地域移行・地域定着支援連絡会議について（大須田委員） 

地域移行・地域定着支援連絡会議にて実施した市内６病院に対するアンケート結

果を報告した。 

ピアサポーター事業について、倫理綱領と支援指針作りを開始した。 

◆第２回 地域生活支援部会 （ R4.1.19 ） 

・さいたま市精神障害者訪問支援（アウトリーチ）事業の実施経過について（こころ

の健康センター） 
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  見沼区・緑区に続き、令和３年度は北区・南区で事業を開始した。 

  支援対象者の決定等を事務局が主に行う。 

  被支援者の状態を把握するため、ＢＰＲＳ、ＧＡＦといった評価指標を導入した。

・ピアサポーター（当事者支援員）活動報告（大須田委員） 

  毎月定例の研修会を開催。 

退院支援ＯＢ会を開催。 

  ピアサポーター養成講座を開催。 

【来年度の取り組み】 

・アウトリーチ事業について、市全域での実施を目指し、年２区ずつ支援区を

拡大 

・困難事例に対する技術支援の一環として事業を導入する 

・民間支援期間（医療機関・訪問看護ステーション・障害者生活支援センタ

ー）との協働のシステムの維持 

・地区ごとの特性を踏まえた継続可能な支援体制の整備 

・部会の名称を変更「地域生活支援部会」→「精神保健福祉部会」 



◆令和３年度障害者虐待防止部会について◆ 

【今年度の取組】 

・拡大する緊急一時保護等事業の効果的な活用方法について、 

コーディネーター連絡会議等と連携して検討。 

・さいたま市障害者相談支援指針の改定について 

◆第１回 障害者虐待防止部会 （ R3.8.19 ） 

・令和２年度障害者虐待統計の報告 

・障害者緊急一時保護等事業の活用方法の検討 

 →体験利用の対象者となり得る事例の検討 

  ①虐待予防としての体験利用 

  ②親元等からの自立としての体験利用 

・障害者相談支援指針の一部改訂について報告 

 →障害者緊急一時保護等事業の拡大による修正 

 →「障害者虐待の防止と対応の手引き（厚生労働省）」の変更による修正 

◆第２回 障害者虐待防止部会 （ R4.1.21 ） 

・障害者緊急一時保護等事業の活用方法の検討 

 →体験利用の対象者となり得る事例の検討 

  ①過去に虐待があったが、現在は家族と同居しており見守り中の事例 

   （見沼障害者生活支援センター来人から） 

  ②これまでの支援の経緯から、虐待を受ける恐れがある事例 

   （岩槻区障害者生活支援センターささぼしから） 

・障害者相談支援指針の一部改訂について報告 

 →厚労省の「市町村・都道府県における障害者虐待の防止と対応の手引き」、

「障害者福祉施設等における障害者虐待の防止と対応の手引き」の変更

による修正点を、新旧対照表により提示。 

【来年度の取組】 

・緊急一時保護等事業の活用方法や事例を踏まえ、さいたま市障害者相談支

援指針の改定を行う。 
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◆令和３年度相談支援部会について◆ 

【今年度の取り組み】 

・地域生活支援拠点の整備について 

・相談支援体制の強化について 

◆第１回 相談支援部会 （ R3.8.31 ） 

１ 地域生活支援拠点について 

  本市における地域生活支援拠点の整備方針について意見交換を行った。 

 また、地域生活支援拠点に関する加算について定めた「さいたま市地域生活支援

拠点事業実施要綱」を令和３年７月１日付けで施行したことを報告し、運用方法

について意見交換を行った。 

２ 岩槻区地域部会からの意見について 

  第７期第６回地域自立支援協議会（令和 3 年 3 月 12 日）において、岩槻区地域

部会から出された意見に対する回答案を協議した。 

３ さいたま市障害者相談支援指針の一部改訂について 

  「さいたま市障害者緊急一時保護等事業実施要綱」改正に伴い、さいたま市障害

者相談支援指針を一部改訂することについて説明した。 

４ さいたま市障害者緊急一時保護等事業に関するアンケート結果について（大須田

委員） 

  障害者生活支援センターに対し実施した、障害者緊急一時保護等事業に関するア

ンケートの結果について報告した。 

◆第２回 相談支援部会 （ R4.1.28 ） 

１ 今年度の活動について 

  第１回の相談支援部会を振り返ったほか、令和３年８月、１０月、１２月に実施

した情報交換会について報告した。 

２ 地域生活支援拠点について 

  地域生活支援拠点事業実施要綱における加算の運用方法について、意見交換を行

った。 
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３ 地域協議会及び基幹相談支援センターについて 

  基幹相談支援センターと地域協議会の設置状況を報告した。令和３年度は、新た

に南区と浦和区において、基幹相談支援センターと地域協議会を設置した。 

  地域協議会設置運営要綱案について協議した。 

４ 相談支援について 

  相談支援専門員や相談支援事業所が不足している問題について、意見交換を実施

した。 

５ さいたま市障害者相談支援指針の一部改訂について 

  厚生労働省の「障害者虐待の防止と対応の手引き」改正に伴い、さいたま市障害

者相談支援指針を一部改訂することについて説明した。 

【来年度の取り組み】 

・地域生活支援拠点事業実施要綱の運用。 

・桜区に基幹相談支援センター及び地域協議会を設置する。 

・児童期を含めた相談支援についての実態把握。 



◆子ども部会について◆ 

【今年度の取り組み】 

・医療的ケア児実態調査結果の公表に向けて、感想・意見交換等を行った。 

・第２回部会終了後、医療的ケア児実態調査結果を公表した。 

◆第１回 子ども部会 （ R3.10.22（金） ） 

医療的ケア児実態調査結果の公表について 

 さいたま市の医療的ケア児の現状について、市民の方々に広く関心を持っ

ていただくきっかけとすることを目的として、令和元年度に実施した医療的

ケア児実態調査結果の公表について検討した。 

医療的ケア児実態調査結果についての感想・意見交換 

医療的ケア児実態調査結果の公表にあたり、事務局で作成した結果報告書

やその概要版についての感想や意見交換等を行った。 

◆第２回 子ども部会 （ R4.1.14（金） ） 

医療的ケア児実態調査結果の公表について 

 医療的ケア児実態調査結果の公表方法やその内容の確定に向けて、意見交

換等を行った。部会終了後、各特別支援学校とその保護者向けに結果報告書を

配布するとともに、令和４年２月 17 日（木）に市ホームページで結果報告書

を公表した。 

【来年度の取り組み】 

医療的ケア児実態調査結果を踏まえ、「医療的ケア児等コーディネーター配

置についての整理と周知」と「一時的な預け先や送迎支援の実態についての整

理と共有」について協議する。 



【議題３】
障害者支援地域協議会・基幹相談支援センターについて

1
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基幹相談支援センター、地域協議会の設置状況

基幹相談支援センター設置状況
・令和２年度までに中央区・南区・岩槻区に設置済み。
・令和３年１０月浦和区（受託者 浦和区障害者生活支援センターやどかり）
に設置済み。

地域協議会設置状況
・令和２年度までに中央区・岩槻区に設置済み。
・令和４年１月南区、同年２月浦和区に設置済み。
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地域協議会設置運営要綱について
これまでの経緯

・令和３年９月１５日 支援課長会議
要綱案を各区支援課長へ現状報告

・令和３年１０月７日 支援課障害福祉係長会議
要綱案について各区支援課障害福祉係長と協議

・令和３年１０月２６日 地域自立支援協議会情報交換会
要綱案について関係者と協議

・令和３年１２月２１日 地域自立支援協議会情報交換会
要綱案について関係者と協議

・令和４年１月１４日 支援課障害福祉係長会議
要綱案について各区支援課障害福祉係長と協議

地域協議会設置運営要綱は、令和４年２月２日施行
※資料３－２、３－３参照
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地域協議会設置運営要綱について

要綱の主な特徴
・地域自立支援協議会との目的の共有【第１条】
・地域協議会から地域自立支援協議会への活動内容の報告を明記【第３条】
・役員については、各地域協議会で定める【第５条】
・地域協議会の詳細は、各地域協議会で定めることが可能（例 運営要領
等）【第８条】

・「要綱制定の経緯・解説」（資料３－３）を作成して、条文を補足
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来年度に向けて
来年度以降の基幹相談支援センター、地域協議会の設置について
・桜区に基幹相談支援センターを設置し、地域協議会の設置を進める。

桜区での基幹相談支援センターの業務委託履行期間（予定）

5

実績 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

基幹相談支援セン
ターの設置

４区 桜区
（予定）

追加１区 追加２区 追加２区

地域協議会の設置 ４区 桜区
（予定）

追加１区 追加２区 追加２区

業務委託
履行期間 令和４年４月１５日 令和７年３月３１日
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さいたま市障害者支援地域協議会設置運営要綱

（設置）

第１条 この要綱は、障害者の地域における自立した生活を支援することを目

的として、地域の社会資源の連携体制の構築、サービス提供体制の確保及び障

害福祉を担う人材の育成等を行うため、障害者支援地域協議会（以下「地域協

議会」という。）を設置し、その組織及び運営に関し必要な事項を定めるもの

とする。

２ 地域協議会は、各区に設置する。ただし、市長が必要と認めるときは複数区

合同で設置することができるものとする。

 （活動内容）

第２条 地域協議会は、市内の各地域の障害者関係機関が連携して、地域におけ

る体制づくり、個別の事例等から抽出された支援体制に関する課題等の情報

共有及びそれらの解決に関する活動を行う。

 （活動内容の報告）

第３条 地域協議会は、さいたま市誰もが共に暮らすための障害者の権利の擁

護等に関する条例（平成 23 年さいたま市条例第６号）第 31 条の規定により
設置された地域自立支援協議会に対し、必要に応じ障害支援課を通じて前条

の活動内容の報告を行うものとする。

 （構成員）

第４条 地域協議会は、次に掲げる者により構成する。なお、必要に応じて構成

員以外の関係者の出席を認め、資料又は情報の提供その他必要な協力を求め

ることができるものとする。

 相談支援事業者

 障害福祉サービス等事業者

 区役所健康福祉部支援課職員

 その他地域協議会の運営に必要と認められる者

 （地域協議会の役員）

第５条 地域協議会の役員については、各地域協議会においてこれを定める。

 （事務局）

第６条 地域協議会に、次に掲げる業務を行うため事務局を置く。

 地域協議会の総括

 地域協議会の構成員の管理

 関係機関等との連絡調整

 その他地域協議会の運営に必要と認められる業務

 （守秘義務）
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第７条 地域協議会の会議の出席者は、同会議を通じて知り得た秘密を他に漏

らしてはならない。また、その職を退いた後も同様とする。

 （その他）

第８条 この要綱に定めるもののほか、地域協議会の運営に関して必要な事項

は、関係者協議の上、別に定める。

附 則 

この要綱は、令和４年２月２日から施行する。
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１．要綱制定の経緯・解説 

【第 1条】 
・ 本条は、さいたま市誰もが共に暮らすための障害者の権利の擁護等に関する条例第 31
条（自立支援協議会の設置等）を参考にし、地域協議会の目的等を定めた。 

・ 地域協議会は、各区に設置することを想定しているが、区ごとに社会資源の偏りがある
ことから、複数区合同での設置を可能とした。 

【第２条】 
・ 本条は、障害者総合支援法第 89条の 3（協議会の設置）の内容を参考にし、地域協議会
の活動内容を定めた。 

【第３条】 
・ 地域自立支援協議会と地域協議会の関係において、各地域協議会から地域自立支援協議
会へ活動内容を報告することは、重要な役割の一つと考えることから本条で明記した。 

・ 今後、地域協議会の数が増えるに従い意見を集約する場が必要になることを想定し、「必
要に応じ障害支援課を通じて」という文言を追加した。 

【第４条】 
・ 地域協議会の主要な担い手である、相談支援事業者、障害福祉サービス等事業者及び支

 (自立支援協議会の設置等) 
第 31 条 市 の諮問に応じ、障害者の地域における  した 活の 援(次項において「地
域生活支援」という。)に関する事項を調査審議するため、さいたま市地域自立支援協議
会(以下「自立支援協議会」という。)を設置する。 
（以下略） 

≪参考≫ 
（協議会の設置） 
第八十九条の三 地方公共団体は、単独で又は共同して、障害者等への支援の体制の整備を
図るため、関係機関、関係団体並びに障害者等及びその家族並びに障害者等の福祉、医療、
教育又は雇用に関連する職務に従事する者その他の関係者（次項において「関係機関等」
という。）により構成される協議会を置くように努めなければならない。 

２ 前項の協議会は、関係機関等が相互の連絡を図ることにより、地域における障害者等へ
の支援体制に関する課題について情報を共有し、関係機関等の連携の緊密化を図るとと
もに、地域の実情に応じた体制の整備について協議を行うものとする。 



 資料 3-3  

援課職員の他に、必要に応じて他の機関の者が柔軟に参加できる条文にした。 

【第５条】 
・ 各区で状況が異なることから、代表者等の役員を設置するか否かを含め、各地域協議会
で決定できる条文にした。 

【第６条】 
・ 地域協議会の運営（事務局）は、基幹相談支援センターに委託する。 
・ ただし、基幹相談支援センターだけで担うことが困難な業務については、必要に応じ区
支援課が協力することを妨げない。 

【第７条】 
・ 地域自立支援協議会においても、さいたま市誰もが共に暮らすための障害者の権利の擁
護等に関する条例施行規則第 27条において同様に規定されている。 

【第８条】 
・ 本要綱に定めるもののほか、各地域協議会でより詳細な取り決めをできるものとした。 

２．区支援課と基幹相談支援センター等の役割分担 
基本的な役割分担を示しますが、各地域協議会の中での変更を妨げるものではありません。 
 区支援課 基幹相談支援

センター等 
備考 

日程調整 〇 〇  
会場確保 ◎  会場を区役所に限定するものではあり

ません。 
依頼文発出 ※ ※ ※依頼文発出は、地域協議会代表と支援

課 の連名が望ましい。
準備、資料作成 〇 〇  
進行 〇 〇  
記録  ◎  

◎：必ず行う 〇：適宜分担する 

≪参考≫ 
(自立支援協議会の委員の守秘義務) 
第 27 条 自立支援協議会の委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を
退いた後も、同様とする。 



資料４ １

障害者支援地域協議会からの報告について 

１．地域協議会の設置予定 
年度 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 
新規 ＋１区 ＋１区 ＋２区 ＋１区 ＋１区 ＋２区 ＋２区 
合計 １区 ２区 ４区 ５区 ６区 ８区 １０区 

２．各地域協議会の報告の集約 

地域協議会連絡会議の開催 

地域自立支援協議会（本協議会）の一月前を目途に、地域協議会連絡会議を開催し、幹事と
なる基幹相談支援センターが、他の基幹相談支援センターから報告を受け、意見を集約する。
その後、幹事の基幹相談支援センターが障害支援課に集約した意見を報告する。幹事はコー
ディネーター連絡会議の事務局である中央区基幹相談支援センターと持ち回りの基幹相談
支援センターの 2区で担う。 

３．イメージ 

地域協議会が増えるに従い、全ての地域協議会が地域自立支援協議会で 
意見を報告することが、時間的に困難になる

各地域協議会の報告を集約する必要性 

地域協議会

連絡会議



















資料４－６ 様式２

No. テーマ 課題（現状） 解決に向けた方策案など
各区でできる取組みまたは
既に実施している取組み

市の施策として取り組むべき
課題と考える理由

1

地
域
生
活
支
援
拠
点

・地域生活支援拠点にかかわる具
体化の議論が、市内・区内におい
てすすんでいない。
・岩槻区は、区内で地域生活支援
拠点の説明学習会を実施。関係機
関の認知度はまだ低く、全区・全
市での共通の取り組みとなってい
ない。

・区レベルと、市内の横断的な
取り組みの具体化の検討。

・区地域協議会で引き続き、情
報共有や検討の場をもつ。
（未設置区への説明や検討の場
のあり方は課題）
・「緊急」になる前の支援を、
各区の協議の場を活かし、すす
めていく。

・地域の実態、各機関の実態と実践力を把握、
分析し、地域生活支援拠点の具体化につなげ
る。そのため、地域自立支援協議会で地域生活
支援拠点のあり方を検討するワーキンググルー
プ等を設置する必要がある。
※特に「緊急時の対応」は、喫緊の課題である
が区レベルの実施は困難、市全体で横断的に検
討を進める必要がある
・各区で「８０５０問題」の実態や、体験の場
や緊急時の対応が必要な利用者の把握など、障
害当事者と家族、地域の状況を踏まえ具体化を
すすめる必要がある。

2

家
族
の
介
護
負
担
・

「
8
0
5
0
問
題
」

・家族に対する支援は幅広い年代
の障害のある人や子どもを抱える
世帯に必要である。
・障害児の家族は、障害の受けと
め等の不安が強く孤立感をもちや
すい。
・障害のある人を抱えた世帯が社
会から孤立状態となっている実態
が「つながり支援」などから明ら
かとなっている。

・「8050問題」や高齢化にかか
わる障害当事者、世帯状況など
の実態把握。（今年度中央区で
実施、浦和区は家族支援の実態
調査を予定）

・各区で取り組まれている「つ
ながり支援」による実態把握。
・シニアサポートセンターとの
連携

・テーマ１と重ねて、「8050問題」に関わる実
態把握を取り組み、必要な支援の検討を各区で
取り組む。

3

相
談
支
援
専
門
員
の
不
足

・相談支援専門員の不足、業務の
逼迫が年々深刻度を増している。
・必要な人に支援が行き届かない
実態がおきている（セルフプラン
が増加傾向）。
・初任者研修等が受講ができない
実態があり（希望者多数のため落
選）、相談支援専門員が増やせな
い。
・セルフプランの考え方など、区
によっての対応の差がある。

・利用者は年々増加しており、
必要な相談支援専門員を市内で
配置できる体制づくりが必要。
・相談支援従事社初任者研修、
現任研修の実施の見直しや、指
定特定相談支援事業所の処遇・
運営の課題に関する検討が必
要。

・区ごとに指定特定相談支援事
業所連絡会を支援課、障害者生
活支援センターが中心となり実
施している。（※支援課の協力
が得られず実施できていない区
もある）

・初任者研修の受講調整をさいたま市全体で行
う（各区で優先順位を把握、必ず相談支援専門
員として従事できる人が受講できるよう調整
し、さいたま市が県に推薦をする）
・さいたま市主催の初任者研修の実施の検討。
・他の政令指定都市の相談支援専門員の体制整
備の実態把握。
・セルフプランの実態把握と全区での統一した
対応をすすめる。

4

人
材
育
成
の
取
り
組
み

・小規模のヘルパー事業所やグ
ループホームの世話人の研修機会
が少なく、情報を得る機会が不足
している。
・相談支援専門員やサービス管理
責任者の養成

・各区の地域協議会やネット
ワーク会議等で、学習を取り組
む（岩槻区はグループホーム世
話人向け研修など実施）。

・ネットワーク会議等の機会を
活かし、学習会や情報交換など
取り組んでいる区もあるが、実
施が難しい区もある。※区ごと
の差が生じないようさいたま市
全体での共通の取り組みも必
要。

・障害児者事業所の人材育成に関わる検討の場
が必要となっている
・特に急増しているグループホームの職員、孤
立しやすいヘルパーの質を担保するために市全
体で共通した研修を検討する必要性が高くなっ
ている。
・「人材育成」に関する検討を、自立支援協議
会のもとにすすめる必要がある。（サービス管
理責任者、相談支援専門員の養成も含め）

5

障
害
児
の
支
援
・
連
携

・教育委員会、学校関係者との連
携、情報共有がすすめにくい。
・障害児の支援に関して、幼児期
から青年期にかけて、ライフス
テージごとに支援が切れやすく、
円滑な連携ができていない。
・医療的ケア児については、対応
する事業所が少なく、区単体の取
り組みでは対応が難しくなってい
る。

・個別支援の会議や研修会、区
のネットワーク会議等の機会を
活かし、意見交換と相互理解を
深めていく。教育コーディネー
ターやスクールソーシャルワー
カーなどキーパーソンを増やし
ていく。
・医療的ケア児の連携体制の拡
充。

・学校などに対して、区の地域
協議会の部会や、ネットワーク
会議や個別支援を通じた働きか
けをおこなっている。
　（教育相談室や療育センター
等への働きかけ）

・保健福祉局と教育委員会が横断的に連携が図
れる仕組みづくりの検討（児童期の支援は、医
療、保健センター、保育、教育など多分野のか
かわりで、ライフステージで途切れやすく、連
携の谷間が生じやすい）。
・医療的ケア児の地域の連携体制の拡充のため
に必要な取り組みを子ども部会等で検討する必
要がある。

6

ヘ
ル
パ
ー
の
利
用
希
望
へ

の
対
応

・通学通所支援（早朝と夕方に
ニーズが集中）の利用希望に対し
て、担い手（ヘルパー）の不足。
利用できずに、進路先等を変更す
る事例もある。
・移動支援（特に週末や夕方）や
通院等介助について利用者のニー
ズに対応しきれていない。

・ヘルパーの処遇改善や、移動
支援(グループ支援等)、通院等
介助(院内介助)の要件緩和。

・ニーズに対応できる事業所の
情報発信。
・利用者のニーズとヘルパー事
業所の抱えている課題を把握。

・利用者の真のニーズへの対応など市全体の問
題と捉えて、要綱改正などの対応を検討する必
要がある。

7

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感

染
予
防

・新型コロナウイルスの感染拡大
で、事業や支援の休止なども増加
し、障害のある人と家族の負担と
不安が強まる。利用者や支援者の
検査体制の充実で、安心・安全の
確保も必要。長期化する中で、事
業所の負担も大きくなっている。

・区内の事業所間で、新型コロ
ナウイルスの感染予防・感染後
の対策の現状把握を行い、課題
整理をすすめる。

・事業所間での新型コロナウイ
ルスに関わる対応・対策に情報
交換。
・災害やコロナに関わる学習
会、ヘルパー事業所のアンケー
ト調査を実施している区もあ
り、感染予防と陽性者発生時の
対策を共有する機会が作られて
いる。

・区内の事業所や障害当事者、家族の抱えてい
る課題や好事例（参考になる取り組み）等につ
いて情報交換、感染予防の情報提供の機会をも
つ。全市での共有も図る。

　さいたま市地域自立支援協議会における議論の参考としますので、各区地域協議会において検討・協議されている諸課題のうち、市の施策として取り組むべき課題であると認識しているものがある場合は記載してください。

令和３（2021）年度　障害者支援地域協議会活動報告(まとめ）



次期障害者総合支援計画策定のためのアンケート調査（案）について 

１ 調査の目的 

   保健福祉に関わる障害者の生活状況やサービス等に関する利用状況、今後の要望等を把握し、

次期さいたま市障害者総合支援計画（令和６年度～８年度）を策定する際の基礎資料とするこ

とを目的とする。 

２ 調査の概要（予定） 

   実施時期：令和４年１０月頃の１か月間程度 

   配 布 数：６，５００部程度 

   配布方法：郵送による配布及び病院や団体等への配布依頼 

   回収方法：同封した返信用封筒（料金受取人払）による郵送 

設問内容：設問内容は、比較のため前回に準ずる設問を基本とする。 

３ 配布・周知方法 

（１）点字版等調査票の配布方法 

視覚障害者には、調査票を郵送配布する際に、点字版調査票を各区支援課、障害政策課に用意して

いること、及び希望者には電子データを電子メールで送付できることを通知文で案内する。（点字版

および音声版通知文も同封する。） 

（２）窓口対応 

各区支援課に調査票の見本、閲覧・貸し出し用点字版調査票を配布予定。調査票内容に関する問い

合わせや代筆代読等記入の補助などの支援を行う。 

（３）周知 

アンケートの実施について、市報さいたま１０月号に実施を掲載するほか、障害者団体や事業所

に周知し、協力を呼びかけることとする。 

４ 今後のスケジュール（予定） 

令和４年 

3月 14日  障害者政策委員会でアンケート調査に係る協議 

５～６月   ワーキンググループ（アンケート項目等検討作業）アンケート案作成 

７月     障害者政策委員会へアンケート案提示、アンケート確定 

８～９月   アンケート印刷、封筒作成・印刷 

１０月    アンケート発送、回収 

１１～１２月 回答集計、データ入力 アンケート調査集計結果速報概要版の作成 

令和５年 

１月     障害者政策委員会へアンケート調査集計結果速報概要版の報告 

２月     アンケート調査結果報告書の作成 

３月     障害者政策委員会へアンケート調査結果の報告 

資料５



５ 調査対象者等（案） 

調査の種類 総数 割合 配布予定数 R1配布数 対象者抽出・調査方法 

Ａ 身体障害者 約 34,000人 総数の約7.5％ 2,600部 3,400部 手帳所持者から無作為抽出し、郵送配布 

Ｂ 知的障害者 約 8,600人 総数の約7.5％ 650部 800部 手帳所持者から無作為抽出し、郵送配布 

Ｃ 精神障害者 約 14,000人 総数の約7.5％ 1,100部 600部 手帳所持者から無作為抽出し、郵送配布 

Ｃ 自立支援医療 

利用者（手帳なし） 
約 12,000人 総数の約7.5％ 900部 600部 

自立支援医療制度利用者から無作為抽出し、郵送配

布 

Ｄ 精神科病院 

入院患者 
 100部 150部 精神科病院に直接配布依頼 

Ｅ 発達障害者  ２00部 200部 
発達障害者団体に直接配布依頼 

療育センター利用者へ配布依頼 

Ｆ 難病患者 約 9,600人 総数の約7.5％ 750部 600部 
指定難病・小児慢性特定疾病患者から無作為抽出

し、郵送配布 

Ｇ 障害福祉事業所   200部 150部 
市内障害福祉関係事業所から無作為抽出し、 

郵送配布 

計 6,500部 6,500部  


